
２０２１年１１月２９日
一般社団法人ローカルグッド創成支援機構 事務局長

京都大学大学院経済学研究科再生可能エネルギー学講座 研究員
稲垣憲治

1

自治体新電力の現状課題と
内発的発展に向けた検討
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自治体新電力とは

環境省資料より

→ 自治体が出資や協定で関与する小売電気事業者
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調査対象自治体新電力（74自治体新電力）
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・自治体からの出資を受けている又は協定を締結している法人（間接出資、協定に基づき運営されている法人含む）

・自治体が社員の一般社団法人 ※2021年7月までに小売電気事業者の登録をしている社
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自治体新電力の設立状況

◼ 2015年度から設立相次ぎ2018年度がピーク。現在もゼロカーボン

シティ施策の１つとして、実行可能性調査中の自治体もあり、
今後も増加の見込み。

◼一方で、卸電力市場価格や容量拠出金が不透明な状況であり、逡
巡する自治体も。

新たに小売電気事業者登録を行った自治体新電力数



5

人口規模と自治体新電力の目的

◼人口上位・下位の各10自治体新電力の目的をプレスリリ
ースや公表資料からキーワード調査

◼人口規模の大きい自治体は、主に地域低炭素が目的

◼人口規模の小さい自治体は、主に事業利益の地域還元や

地域経済循環が目的

目的 地産地消
地域

低炭素
省エネ エネマネ

再エネ

開発

地域経済循

環・活性化

事業利益の

地域還元

レジリエ

ンス

電気代

削減

人口上位 7 7 3 3 2 4 1 1 1

人口下位 8 1 0 0 3 6 6 2 2

※人口上位といっても40万人程度の自治体も入ってくるため、地域経済循環の感度も高い

人口規模別 自治体新電力の目的
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小売電気事業の参入経緯

◼ 自治体新電力は、①既に主力事業があり、小売電気事業を途中から追加した社（12社）、

②設立当初から小売電気事業を主力として実施している社（62社）に分かれる。

◼ ①の既存主力事業は、他の地域インフラであることが多い

→ 顧客管理・料金請求業務などについて一括管理可能といった相乗効果

自治体新電力名 法人設立
小売電気

事業者登録
主力事業

東京エコサービス（株） 2006年10月 2010年4月 清掃工場の運転管理　等

北海道瓦斯（株） 1911年7月 2015年10月 ガス事業　等

（株）中海テレビ放送 1984年11月 2015年12月 ケーブルテレビ事業　等

（一社）東松島みらいとし機構 2012年10月 2016年3月 震災復興事業、ふるさと納税事業等

（公財）東京都環境公社 1962年5月 2016年5月 環境に係る広報、普及啓発及び支援事業　等

本庄ガス（株） 1962年11月 2016年12月 ガス事業　等

横浜ウォーター（株） 2010年7月 2017年7月 上下水道事業　等

長野都市ガス（株） 2004年11月 2017年10月 ガス事業　等

弘前ガス（株） 1956年8月 2018年2月 ガス事業　等

（一社）塩尻市森林公社 2017年4月 2018年5月 森林整備の促進に関する事業　等

加賀市総合サービス（株） 2006年10月 2019年1月 公共施設の指定管理　等

（株）ほくだん 1997年11月 2021年3月 公園の運営・維持管理　等

＜既存主力事業を展開しており、途中から小売電気事業を開始した自治体新電力＞
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既に主力事業があり、小売電気事業を途中から追加した社の参入動機

◼参入目的（社会面）

・地域経済循環

・再エネ普及・CO2削減

◼参入目的（経営面）

・総合ｴﾈﾙｷﾞｰ事業への

展開（主にガス会社）

※各社公表資料を基に筆者作成
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〇資本金：①途中で新電力事業追加の社：平均 15億円
②設立時から新電力事業実施の社：平均2,700万円

〇自治体の出資割合：平均39％

出資

注：出資割合を非公開としている社及び出資の無い一般社団法人の場合を除き集計。

民主導の意向

自治体が過半数を取りたい意向拒否権を持ちたい
自治体の意向

（うち、
0%が10社）
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地域企業と地域外企業の出資比率（②設立時から新電力事業実施の62社）

◼地域企業は少額出資 → 経営に関与小

◼地域外企業は１社あたりの出資額大 → 経営に関与大

地域主導のためには、更なる地域企業の経営への

主体的な参画が重要

大

大

※出資する自治体の属する都道府県を「地域」とした
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自治体新電力の従業員数

◼ 日本年金機構の厚生年金保険・健康保険適用事務所検索システムにおいて調査

①小売電気事業を途中から追加の自治体新電力（12社）：平均208名

②設立当初から小売電気事業実施の自治体新電力(62社)：平均2.3名 ※2021年7月時点

◼ ②のうち、従業員ゼロが約半数の30社/62社

◼ ②のうち、20人以上の自治体新電力は小売電気事業と併せ、多様な事業を展開

✓みやまスマートエネルギー：27名 レストラン事業、宅配事業

✓Karch：23名 施設管理業、旅行業代理業を実施

自治体新電力②の従業員数

従業員ゼロでは自治体新電力の意義である
地域経済循環や地域脱炭素の「地域の担い手」形成が不可能
（ノウハウの地域化も期待できない）
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地域企業の出資比率と従業員数（②設立時から新電力事業実施の62社）

◼地域企業の出資比率の増加とともに従業員数も増加

◼特に、地域企業の出資比率1/3超（経営に関与）から従業員数は倍増

→ 地域企業が経営に参画すると、自治体新電力内での知見蓄積が

重視され、従業員雇用が選択される傾向

地域企業の出資比率と平均従業員数
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地域企業の経営への関与と内製化

◼自治体新電力の業務は地域外企業に委託される場合が多い

✓需給管理 委託の割合８４％（32/38社が委託）

✓料金請求業務 委託の割合６１％（23/38社が委託）

◼一方、1/3超を「単独で」出資する地域企業がいる自治体

新電力（全６社）は全て需給管理又は料金請求業務を内製
化

→ 経営にコミットする地域企業がいると

業務の内製化・地域化が進む

（②設立時から新電力事業実施の62社）
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販売電力量

◼自治体新電力の販売電力量は年々増加（シェアは0.3％とまだ小さい）

◼直近では高圧は頭打ち。低圧が伸びをけん引

◼自治体の人口規模に応じて販売電力量は増加の傾向

自治体人口 20万人未満 20万人以上

平均販売電力量 9,413 54,195

自治体の人口規模と自治体新電力の
平均年間販売電力量（MWh）

出展：販売電力量：経済産業省「電力調査統計」
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販売電力量増加率と地域企業出資比率との関係
（②設立時から新電力事業実施の62社）

◼地域企業の出資比率の増加とともに販売電力量の平均増加率
も向上する傾向

◼特に地域企業の出資比率1/3超から倍増

販売電力量と地域企業出資比率との関係

地域企業

出資比率
0%

0%超

1/3以下

1/3超

2/3未満
2/3以上

販売電力量

平均増加率
8% 9% 21% 22%
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自治体新電力の現状と課題

◼自治体新電力の約半数が従業員ゼロ。また、業務の多く
を地域外企業に委託。

→ 多くの地域新電力が未だ地域主体となれていない。

※一方で、地域主体となりつつある地域新電力も（後述）

◼自治体新電力の発展には、地域企業の主体的な経営への
参画が極めて重要



これまでのまちづくり事業や再エネ開発での失敗を
自治体新電力で繰り返さない
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例 過去の工業団地誘致

・地域外の大企業に地域発展をお任せしたら、

お金は地域外の東京や大阪などの本社に流れてしまった

外発的は開発は、

①投資決定など意思決定が地域に生まれず、地域に技術が蓄積しない、

②経営環境の変化に対応する適応力やイノベーション力が形成されない、

③景気の動向により当該工場閉鎖リスクも生じる ことが指摘

※大阪府の堺・泉北コンビナートにおける実証（中村剛治郎（2004）「地域政治経済学」等）

これまでの「まちづくり事業」の失敗 昭和
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〇地方創生・地域活性化が叫ばれ、様々なまちづくり事業が実施

例：企画は東京のコンサルにまるなげ

例：地域外から有名店を呼んでのイベントしても

地域にお金は落ちない

これまでの「まちづくり事業」の失敗 平成

他社に「お任せ」で地域活性化はしない

経験・ノウハウの地域化が必要
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再エネ開発でも

固定価格買取制度導入後のメガソーラー事業者の地域性（櫻井あかね氏：2018）より抜粋

〇地域共生や地域経済循環のためには、地域主体（※）での
再エネ開発が望ましい。
※所有、意思決定、便益の分配が地域

〇一方、現実には、地域外の大企業による再エネ開発が多く
（容量ベースで８割）を占める（大規模な開発はより顕著）。



自治体新電力の価値とは？？？

地域経済循環・地域脱炭素化の
「地域での担い手」となること
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「地域の担い手」としての自治体新電力

・地域共生再エネ利用・開発
・実効性ある省エネ診断

・オンサイトPPA等による
レジリエンス向上 etc…

自治体

・ゼロカーボン宣言
・地域再エネ計画策定
・ゾーニング
etc…

地域での担い手
（自治体新電力等）

地域経済循環・地域脱炭素へ
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地域の担い手として「価値」を創出（事例）

22

〇ローカルエナジー（米子市、境港市が出資）
・公民館に設置したVPP用の13の蓄電池は
災害時には非常用電源に

・廃棄物発電等を電源に公共施設への
RE100電気を供給

・環境教育等の人材育成にも注力

〇三河の山里コミュニティパワー
（豊田市、三河の山里課題解決ﾌｧｰﾑ、中部電力の協定により設立）

・小売電気事業と併せて地域課題解決事業を展開
✓見守りサービスの展開
✓移動支援の「たすけあいカー」の展開
✓高齢者向けイベント発信「お出かけ促進」

・ソーラーカーポートの設置
・福祉、移住促進などの地域主体との協業

・地域主体で展開する地域新電力は、地域経済循環・地域脱炭素化・地域課題解決の
「地域の担い手」となりつつある。

・自治体が地域政策について相談できる「ローカルシンクタンク」の役割も

左：豊田市の中山間地域の移動支援「たすけあいカー」
右：見守り電池の入ったリモコンでの見守りサービス



23

地域の担い手として「価値」を創出（事例）

〇たんたんエナジー（福知山市と協定）

・公共施設への省エネ診断、校舎の断熱、環境教育等を実施

・市民出資型太陽光発電オンサイトPPAも予定

・福知山城へゼロカーボン電気を供給（地域ブランディングに貢献）

〇葛尾創生電力（福島県葛尾村が出資）

・被災地の復興モデル事業として太陽光発電、蓄電池、

自営線によるマイクログリッドによる地域防災力強化

・ノウハウ内製化を重視し、他社のメガソーラーの

O＆Mを受注するなど「地域の稼ぎ」を取り込む

〇ひおき地域エネルギー（鹿児島日置市が出資）

・小水力発電の開発・運営を実施

・マイクログリッドによる地域レジリエンス向上

・収益の一部を「ひおき未来基金」に
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その他、事例多数

上記は全て地域人材・地域企業が主体で実施（ノウハウも資金も地域に）
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生駒市における住民監査請求

〇生駒市出資の「いこま市民パワー」と随意契約し、
割高な電気料金を支払っているとして、住民監査請求

〇判決では、政策遂行上、市が同社から優先的に電力を
購入することを認め、監査請求は退けられた。
※原告が不服とし、行政訴訟に発展したが、市が勝訴

〇一方、監査委員の見解では、一般競争入札をした場合と
いこま市民パワーから購入する場合とに差額が生じるので
あれば、それは市の政策遂行のコストと考えられると指摘

自治体新電力の「価値」が行政コストを上回る必要

＜公共施設との随意契約は「コスト」＞



自治体新電力の試練
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自治体新電力の試練

◼本年１月のJEPX大暴騰

◼10月からの足元のJEPX高値

◼来年度も供給力不足

◼2024年度からの容量拠出金
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◼ 自治体新電力はエネルギーの地産地消を目指し、地域のFIT

電気の調達を重視。一方、FIT電気の調達単価は市場価格。

→ 市場高騰を受け、各社FIT電気調達を逡巡

◼ FIT電気調達のリスクヘッジ手段として以下があるが、

各種ハードルあり。
①先物市場、②保険、③FIT電源をFIP移行し買取、④需要家DR

◼ 地域のFIT電気調達をあきらめる流れも

⇒ 地域での非FIT電源開発にシフト
（足元では太陽光発電のオンサイトPPA実施・検討が活性化）
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©一般社団法人ローカルグッド創成支援機構

悩ましくなった地域のFIT電気調達
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自治体新電力のリスクマネジメント

〇本年１月及び10月からの足元の市場高騰を受け、
各社リスクマネジメントへの意識は高い。
一方、玉不足・価格高騰に苦戦（今冬、来年度向けも）

→ 相対・先物・保険・DR・常時BU・BL市場・
非FIT再エネ・自家消費再エネ等を組合せてなんと
か乗り切りたい

〇供給区域が限定している自治体新電力は
競争相手ではなく、協力相手
（情報共有、リスク対策共有、電源共同調達 など）
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○「存続（事業継続）の前提となる条件」（ゴーイング・コンサーン）の
明確化に取り組むことが望ましい

○地方公共団体が第三セクター等に対して公的支援を行う場合には、
債務について損失補償を行うべきではない

○短期貸付けは、損失補償と同様に、当該第三セクター等が経営破たんした
場合には、その年度の地方公共団体の財政収支に大きな影響を及ぼす
おそれがあることから、避けるべき

※総務省「第三セクター等の経営健全化等に関する指針」（平成26年8月5日）より抜粋
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自治体新電力の留意点（三セクの失敗を繰り返さない）

過去の三セクの失敗を繰り返さないため、次の点などに留意
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今後の研究

◼現在、自治体新電力の発展について、内発的発展論を踏
まえて要件等を整理している。

◼これまで、ヒアリング調査等から、

・地域企業による内発的発展を支える人材の提供

・外部からの知見・ノウハウの主体的な獲得

・自治体の適切な関与

などを整理したが、引き続き先行研究を踏まえ、動態的

に分析していきたい。


